
 

入 札 説 明 書 

 

 令和４年９月２日付けで公告した制限付き一般競争入札（物品調達契約）に参加しようとする者は、

別に定めるもののほか次の事項を熟知し、かつ、遵守しなければならない。 

 

１ 発注者  

青森県知事 

２ 入札に付する事項 

（１）品  名 原子力防災活動資機材及び備蓄物資等 

（２）数  量 １式 

（３）規 格 等 仕様書のとおり 

（４）納入期限 令和５年３月１７日 

（５）納入場所 仕様書のとおり 

３ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

（１）入札に参加する者に必要な資格 

次に掲げる条件をすべて満たしている者であり、かつ、当該入札に参加する者に必要な資格の

確認を受けた者であること。 

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

イ 青森県財務規則（昭和３９年３月青森県規則第１０号。以下「財務規則」という。）第１２８

条の規定による一般競争入札に参加できない者でないこと。 

ウ 物品の製造の請負、買入れ及び借入れに係る契約並びに役務の提供を受ける契約に係る競争

入札に参加する者の資格等に関する要領（平成１１年６月３０日施行）第５で規定する競争入

札参加資格者名簿（以下｢競争入札参加資格者名簿｣という。）に登録され、かつ、Ａ等級に格付

されている者であること。 

エ 県内に本店を有する者であること。 

オ 物品の製造の請負、買入れ及び借入れに係る契約並びに役務の提供を受ける契約に係る競争

入札参加資格者名簿登載業者に関する指名停止要領（平成１２年１月２１日施行。以下｢指名停

止要領｣という。）に基づく知事の指名停止の措置を、制限付き一般競争入札参加資格確認申請

書の提出期限の日から開札の時までの間に、受けていない者であること。 

カ 競争入札参加資格者名簿に登載された日から開札の時までの間に、指名停止要領別表第９号

から第１６号までに掲げる措置要件に該当する事実（既に知事の指名停止の措置が行われたも

のを除く。）がない者であること。 

キ 営業品目「Ｊ０３ 防災用品」が競争入札参加資格者名簿に登録されている者又は２(１)に

掲げる物品と同一の種類の物品について、過去５年の間に納入実績があることを証明した者で

あること。 

ク 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者

又は、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされてい

る者（会社更生法の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法の規定に基づく再生手



続開始の申立てがなされた者であって、更生計画の認可が決定し、又は再生計画の認可の決定

が確定した者を除く。）でないこと。 

（２）入札に参加する者に必要な資格の確認 

制限付き一般競争入札に参加しようとする者は、制限付き一般競争入札参加資格確認申請書（第

３－１号及び第３－２号様式。以下「申請書」という。）を持参又は郵便により提出し、入札に参

加する者に必要な資格の確認を受けなければならない。資格の確認結果については、制限付き一

般競争入札参加資格確認結果通知書（第５号様式）により通知する。 

ア 提出期限  令和４年９月１２日 １２時００分 

イ 提出場所  青森県青森市長島一丁目１番１号 

        青森県出納局会計管理課物品調達グループ 

ウ 提出部数  １部 

４ 契約条項等を示す場所等 

（１）契約条項等を示す場所 ３の（２）のイに定める場所に同じ。 

（２）契約条項等を示す期間 令和４年９月２日から同月２０日まで 

５ 入札説明書等に関する質問 

  入札説明書等に関する質問がある場合は、入札説明書等に関する質問書（第１号様式）を持参、

郵便又はファクシミリにより提出すること。 

  なお、入札説明書等に関する質問書に対する回答は、出納局会計管理課ホームページへの掲載及

び会計管理課物品調達グループにある業者用掲示板への掲示による方法で行う。 

（１）提出期限  令和４年９月９日 １２時００分  

（２）提出場所  ３の（２）のイに定める場所に同じ。 

６ 制限付き一般競争入札に参加しようとする者に要求される事項 

（１）制限付き一般競争入札に参加しようとする者は、当該入札の執行が完了するまでは、いつでも

当該入札を辞退することができる。 

（２）制限付き一般競争入札に参加しようとする者は、入札日の前日までの間において、提出した書

類に関し説明を求められた場合は、それに応じなければならない。 

（３）県が提示する参考品以外の物品（以下「同等品」という。）により入札書を提出する場合は、同

等品のカタログ等（コピー可）を添付の上、同等品申請書を持参、郵便又はファクシミリにより

提出し、県の承認を得なければならない。 

  ア 提出期限  令和４年９月９日 １２時００分 

  イ 提出場所  ３の（２）のイに定める場所に同じ。 

７ 入札及び開札に関する事項 

（１）日時  令和４年９月２１日 １４時３０分 

（２）場所  青森県青森市長島一丁目１番１号 

     青森県庁舎 会計管理課入札室 

（３）入札保証金 免除する。 

（４）入札に関する注意事項 

ア 入札に参加する場合には、下記の書類を持参すること。 

（ア）制限付き一般競争入札参加資格確認結果通知書 

（イ）委任代理人が入札するときは、委任状（既に有効な期間委任状を提出している場合は、持



参不要である。） 

イ 入札に当たっては、財務規則に定める入札者心得書（第６条（Ｂ）を除く。）を遵守するもの

とする。 

入札者心得書は、インターネットにより、次のＵＲＬ（アドレス）から入手できる。 

https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/suito/keiri/buppin-bunsyo.html 

  ウ 入札書には、別紙参考書式を参考に、次の事項を記載すること。 

（ア）入札年月日 

（イ）あて名は、「青森県知事」とする。 

（ウ）入札参加者の所在地、商号又は名称、代表者の職氏名及び印（個人の場合は、住所、氏名

及び印） 

（エ）入札金額 

（オ）品名 

（カ）数量等 

  エ 入札金額の記載方法 

    落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額

を加算した金額（当該金額に 1 円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をも

って落札金額とするので、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見

積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載するものとする。 

  オ 郵便により入札書を提出することは認めない。 

  カ 入札執行回数は、原則として、３回を限度とし、不調の場合は最低の価格をもって入札をし

た者との随意契約によるものとする。 

  キ ２回目の入札において、落札者がなく、かつ、1者を除いて他の入札者がすべて辞退した場合

は、以後の再度入札は行わず、その 1者との随意契約によるものとする。 

  ク １回目又は２回目の入札において、入札に参加しなかった者、無効の入札をした者は以後の

再度入札には参加できないものとする。 

  ケ 再度入札に移行した場合において、直前の回の最低入札額と同額又はこれを上回る額の入札

をした者の入札は無効とするものとする。 

  コ 入札が開始されてから入札を辞退するときは、入札執行者に入札辞退届を提出する、又は入

札書に「辞退」と記入して入札箱に投函するものとする。 

  サ 委任代理人が入札を行おうとするときは、入札書に委任代理人の氏名（法人の場合は、当該

法人の名称又は商号及び代表者名）を記名押印しなければならないものとする。 

（５）入札の無効 

   入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札、申請書に虚偽の事実の記載をした者のし

た入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

（６）落札者の決定方法 

  ア 予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札をした者を落札者とする。 

  イ 落札者となるべき同価の入札者が２人以上あるときは、直ちに、くじで落札者を定める。 

    この場合において、当該入札者のうちくじを引かない者があるときは、これに代えて、入札

事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。 

 

 



８ 契約に関する事項 

（１）契約書（案） 

別紙のとおり 

（２）契約保証金 

契約者は、契約金額の１００分の５以上の契約保証金を納付するものとする。ただし、次のい

ずれかに該当するときは、その納付を免除する。 

ア 契約者が保険会社との間に県を被保険者とする履行保証保険契約を締結したとき。 

イ 過去２年の間に国又は地方公共団体とその種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上に

わたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を履行しないこととなるおそれが

ないと認められるとき。 

（３）契約書の取り交わしの時期 

落札決定の日から７日以内に契約を締結する。 

（４）落札の決定後、当該入札に係る契約の締結までの間において、当該落札者が３の（１）に掲げ

るいずれかの要件を満たさなくなったときは、当該契約を締結しない。 

９ 問合せ先 

青森県青森市長島一丁目１番１号 

青森県出納局会計管理課物品調達グループ 

  担  当  主査 岡田 桂子 

  電  話  ０１７－７３４－９０９８ 

  ファックス ０１７－７３４－８０１９  

 

 



 

原子力防災活動資機材及び備蓄物資等仕様書 

 

１ 納入物品及び数量 

物 品 数 量 

防護資機材セット Ｌ ４０７ 

防護資機材セット ＬＬ ７４４ 

防護資機材セット ３Ｌ ４３１ 

防護靴（ゴム長靴）26cm ４ 

防護靴（ゴム長靴）27cm ９ 

防護靴（ゴム長靴）28cm ４ 

防塵マスク（Ｎ95マスク１０個入り） ３０９ 

マスク用フィルター １４０ 

救急隊用感染防護衣（Ｌ） １０ 

救急隊用感染防護衣（ＬＬ） ９ 

救急隊用感染防護衣（３Ｌ） ４ 

汚染飛散防止用シュラフ ８ 

ゴーグル（１０個入り） ６ 

養生シート（壁）（１２巻入） ４ 

養生シート（床）（透明） ８ 

エプコテープ（２０巻入） １７ 

大型ポリ袋（６００枚入） １３ 

 

 

 
 

         

仕様書最終確認 

原子力安全対策課 

主幹 熊谷邦彦 

017-734-9252 



２ 仕様 

 

（１）防護資機材セット（防護服（不織布・ＥＶＡ）、オーバーシューズ、手袋（綿製・ゴム製）、防護帽、靴下） 
  ① Ｌサイズ      
  ② ＬＬサイズ     

  ③ ３Ｌサイズ      

内容：以下の物品を一括してビニールバッグ等で圧縮包装したもの。 
なお、防護服２種及び綿製手袋の寸法以外の仕様は①・②及び③ともに共通

とする。 
・防護服（不織布製）      １枚 

素材：ポリエチレン100％又はポリプロピレン100％、不織布製 
形状：カバーオール型（フード付き） 
規格：JIS T 8115：2015「化学防護服 タイプ５：浮遊固体粉じん防護用密閉 

服」適合品、又はJIS Z 4809：2012「放射性物質による汚染に対する 

防護服」適合品とする。 

色 ：白 
寸法：①・②・③それぞれ、以下のとおりのものとすること。 

①ついてはＬサイズ 
（胸囲：100㎝・着丈：170㎝ 程度） 
②についてはＬＬサイズ 
（胸囲：110㎝・着丈：180㎝ 程度） 
③については３Ｌサイズ 
（胸囲：120㎝・着丈：180㎝ 程度） 

・防護服（ＥＶＡ製）      １枚 
素材：ＥＶＡ（エチレン酢酸ビニル共重合体樹脂）製 
形状：アノラック型（上衣及びズボン 上衣にはフード付き） 
色 ：黄 
寸法：①・②・③それぞれ、以下のとおりのものとすること。 

①についてはＬサイズ 
（上衣 着丈：80㎝・胸囲：140㎝・肩幅：72㎝・袖丈：62㎝程度） 
（ズボン 腰囲：120㎝・股上：55㎝・股下：80㎝・裾幅：27㎝程度） 
②についてはＬＬサイズ 
（上衣 着丈：90㎝・胸囲：142㎝・肩幅：76㎝・袖丈：62㎝程度） 
（ズボン 腰囲：122㎝・股上：57㎝・股下：83㎝・裾幅：27㎝程度） 
③については３Ｌ（ＸＬ）サイズ 
（上衣 着丈：93㎝・胸囲：150㎝・肩幅：80㎝・袖丈：65㎝程度） 
（ズボン 腰囲：130㎝・股上：66㎝・股下：84㎝・裾幅：28.5㎝程度） 

・オーバーシューズ １足 
素材：ＥＶＡ（エチレン酢酸ビニル共重合体樹脂）製 
形状：ブーツ型（長靴をカバーできるもの）で、紐付きであること。また、 



   靴底に当たる部分に滑り止めが付いていること。 

・手袋（綿製）         １双 
素材：綿製 
形状：五指タイプ（丈が長いもの） 
寸法：①・②・③それぞれ、以下のとおりのものとすること。 

①についてはＬサイズ、②・③についてはＬＬサイズ 
・手袋（ゴム製 8.5インチ）  １双 

素材：天然ゴムラテックス製 
形状：五指タイプ 
寸法：全長280mm以上、掌部幅108±7mm、掌部厚さ0.2～0.35mm程度 

・防護帽            １個 
素材：綿製 
寸法：頭まわり最大62cm程度で、紐等で調節できること。 

・靴下   使い捨てのもの   １足 

 
（２）防護靴（ゴム長靴） 
   ① 26.0cm      

   ② 27.0cm 

③ 28.0cm 

    素材：ゴム製で、除染しやすいよう表面処理加工を施していること。 
形状：長靴タイプで、つま先に鋼製先芯が入っていること。 
色：黄色 

 
（３）防塵マスク（Ｎ９５マスク、排気弁付、１０個入り）             

    重量：11g程度 
性能：以下の性能を全て満たすこと。 

・労働安全衛生法等に基づく型式検定に合格したものであること。 
・粒子捕集効率：95％以上 
・吸気抵抗：55Ｐa以下 

・使用限度時間：19時間 

 

（４）マスク用フィルター（ヨウ素・ダスト用） 

重量：110g以下 
形状：ねじ込みタイプでΦ80×60程度であること。 
性能：以下の性能を全て満たすこと 

○本県で所有する重松製作所株式会社製防護マスク（GM-175D、DR80L4N）に 

 装着できること。 
○労働安全衛生法等に基づく型式検定に合格したものであること。 
○0.15～0.25μｍの粒径のDOP粒子の捕集効率が99.9％以上であること。 
○ガス濃度75ppm、流量15L/minのヨウ化メチルガスの破過時間が570分以上であ 



ること。 
○使用期限が概ね５年程度あること。 

 

（５）救急隊用感染防護衣   

素材：ポリプロピレン100％、不織布製 
性能：以下のとおり 

○人工血液バリア性能試験 
・合格 （JIS-L-1912 ASTM1670） 
・クラス６ 合格 （JIS T 8060 D法） 

○ウイルスバリア性能試験 
・合格 （JIS-L-1912 ASTM1671） 
・クラス６ 合格 （JIS T 8061 D法） 

寸法：Ｌ （上衣 着丈：86㎝・胸囲：128㎝・肩幅：52㎝・袖丈：63㎝程度） 
（ズボン ウエスト：78～98㎝・ヒップ：125.5㎝程度・股下：85㎝） 

寸法：ＬＬ（上衣 着丈：89㎝・胸囲：132㎝・肩幅：53㎝・袖丈：65㎝程度） 
（ズボン ウエスト：86～106㎝・ヒップ：135㎝程度・股下：87㎝） 

寸法：３Ｌ（上衣 着丈：92㎝・胸囲：135㎝・肩幅：55㎝・袖丈：66㎝程度） 
（ズボン ウエスト：94～114㎝・ヒップ：142㎝程度・股下：89㎝） 

 

（６）汚染飛散防止用シュラフ 

 素材：ポリプロピレン製 

性能：人工血液バリア性能試験（ASTM1670）及びウイルスバリア性能試験（ASTM16 

71）に合格したものであること 

 

（７）ゴーグル（１０個入り） 

 素材：ポリカーボネート（アイピース部）、ポリ塩化ビニル（フレーム部） 
重量：110ｇ程度 

規格：EN166適合品であること。 
 

（８）養生シート（壁）（１２巻入） 

   素材：テープ部はポリエチレンクロステープ製、シート部は高密度ポリエチレン製。 

   形状：シート端面にポリエチレンクロステープをラミネートしたものをロール状に

していること。 

   寸法：幅2,100ｍｍ×長さ25ｍ程度であること。 

   参考品：エプコシート（㈱千代田テクノル取扱品） 

 

（９）養生シート（床）（透明） 

   素材：エチレン－酢酸ビニル共重合樹脂 
   形状：エチレン－酢酸ビニル共重合樹脂のシートをロール状にしていること。 
   寸法：厚さ0.1ｍｍ×幅1,800ｍｍ×長さ50ｍ程度であること。 



   参考品：エステクトシート（㈱千代田テクノル取扱品） 

 

（10）エプコテープ（２０巻入り）    

素材：ポリエチレン製 
形状：ポリエチレンクロスにアクリル樹脂系粘着剤を塗布したテープをロール状に 

したものであること。 

寸法：幅50ｍｍ程度×長さ50ｍ程度であること。 

 
（11）大型ポリ袋（６００枚入り） 

素材：ポリエチレン製、透明 
寸法：横900㎜程度、縦1000mm、厚さ0.03mm程度であること 

  ９０リットル程度の容積を確保できること。 
  

３ 納入期限  令和５年３月１７日（金） 

 

４ 納入に関する留意点 

  ・以下の内容を記載したラベルを作成し、納入物品に添付すること。ラベルの大きさ

は任意とする。 

「令和４年度 原子力発電施設等緊急時安全対策交付金 青森県」 

・納入場所は原則「（別紙）納入場所及び数量」のとおりとするが、発注者と協議の 

上、変更することができる。 

・納入日時の調整を行う必要があることから、決定業者にあっては納入前に原子力安

全対策課企画防災グループに連絡すること。 

（電話：０１７－７３４－９２５２） 
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消
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1 防護資機材セット 1,582式 578 40 90 344 66 329 23 21 21 70

Lサイズ 407式 57 10 20 100 14 140 9 11 11 35

LLサイズ 744式 291 15 35 144 26 169 9 10 10 35

３Lサイズ 431式 230 15 35 100 26 20 5

2 防護靴（ゴム長靴） 17式 4 13

26㎝ 4式 4

27cm 9式 4 5

28cm 4式 4

3 防塵マスク（１０個入） 309式 56 18 21 8 16 10 68 37 47 11 2 1 14

4 マスク用フィルター 140式 20 33 21 21 45

5 救急隊用感染防護衣 23式 9 7 7

Lサイズ 10式 2 4 4

LLサイズ 9式 3 3 3

3Lサイズ 4式 4

6 汚染飛散防止用シュラフ 8式 5 1 2

7 ゴーグル 6式 6

8 養生シート（壁） 12巻入り　2100×25m 4式 1 1 1 1

9 養生シート（床） 0.1×1800mm×50m 8式 2 2 2 2

10 エプコテープ 17式 1 1 1 1 1 2 1 1 2 1 2 1 1 1

11 大型ポリ袋 13式 1 2 1 1 2 1 2 1 1 1

〇納入場所所在地

六ヶ所村役場（青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮字野付４７５）

東通村役場（青森県下北郡東通村大字砂子又字沢内５－３４）

むつ市役所（青森県むつ市中央一丁目８－１）

横浜町役場（青森県上北郡横浜町字寺下３５）

野辺地町役場（青森県上北郡野辺地町字野辺地１２３－１）

北部上北広域事務組合消防本部（青森県上北郡野辺地町字田狭沢４０－９）

北部上北広域事務組合消防本部野辺地消防署（青森県上北郡野辺地町字田狭沢４０－９）

北部上北広域事務組合消防本部横浜消防署（青森県上北郡横浜町三保野１２７）

北部上北広域事務組合消防本部六ヶ所消防署（青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮字野附５３６－１）

下北地域広域行政事務組合消防本部（青森県むつ市小川町２－１４－１）

下北地域広域行政事務組合消防本部東通消防署（青森県下北郡東通村大字砂子又字沢内５－３５）

弘前地区消防事務組合消防本部（青森県弘前市本町２－１）

八戸地域広域市町村圏事務組合消防本部（青森県八戸市大字田向５丁目１－１）

八戸地域広域市町村圏事務組合消防本部おいらせ消防署（青森県上北郡おいらせ町黒坂谷地６−１４ ）

青森県防災航空センター（青森県青森市大谷山ノ内６－１２８）

防
災
航
空
セ
ン
タ
ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　納入場所及び数量　　　　　　　　　　　　（別紙）

No. 品名 仕様 個数

六
ヶ
所
村

東
通
村

む
つ
市

横
浜
町

野
辺
地
町

北部上北消防 下北消防

弘
前
消
防
本
部

八戸



物 品 売 買 契 約 書 
 

受注者  
 

 
青森市長島一丁目 1 番 1 号 

発注者  青 森 県 
 
上記当事者間において、物品売買のため、次のとおり（ただし、第２条( )及び第１１条

( )を除く。）契約を締結した。 
 
（売買物品及び売買代金） 

第１条 受注者は、次に掲げる物品（以下「売買物品」という。）を、次に掲げる売買代金に

より、発注者に売り渡し、発注者は、これを買い受けることを約した。 
(１) 物品の名称等 

 ア 名  称  原子力防災活動資機材及び備蓄物資等 

  イ 数  量  １式 

 ウ 規 格 等  別紙仕様書のとおり 

(２) 金   額   ￥．             
（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥．         ） 

なお、売買物品の名称、数量、規格等及び金額の内訳は別紙内訳書のとおりとする。 

（契約保証金） 

第２条(Ａ) 契約保証金は、金       円とする。 

２ 前項の契約保証金には、利息を付さないものとする。 

３ 第１項の契約保証金は、受注者が契約を履行した後、受注者に還付するものとする。 

第２条(Ｂ) 契約保証金は、免除する。 

（売買物品の納入等） 

第３条 売買物品の納入期限及び納入場所は、次のとおりとする。 

(１) 納入期限  令和５年３月１７日 

(２) 納入場所  別紙仕様書のとおり 

２ 受注者は、売買物品を納入しようとするときは、あらかじめその旨を発注者に通知する

とともに、納入の際は、物品納入管理票を提出するものとする。 
３ 受注者は、第１項の納入期限までに売買物品を納入できないときは、遅滞なく発注者に

書面により理由を付して通知しなければならない。 
（売買物品の検査等） 

第４条 発注者は、売買物品の納入があった場合において、受注者の立会いの下に検査を行



うものとし、検査の結果、合格と認めるときは、直ちに売買物品の引渡しを受けるものと

する。 
２ 前項の検査に要する費用及び検査のために売買物品が変質又は消耗き損したことによる

損害は、すべて受注者の負担とする。ただし、特殊の検査に要する費用は、この限りでな

い。 
３ 受注者は、自らの都合により検査に立ち会わないときは、検査の結果について異議を申

し立てることができないものとする。 
４ 第１項の検査に合格しなかったときは、受注者は、売買物品を遅滞なく引き取り、発注

者の指定する期日までに代品を納入しなければならない。 
５ 前条第２項及び第３項並びに前各項の規定は、代品の納入について準用する。 
（所有権の移転時期） 

第５条 売買物品の所有権は、前条第１項の検査に合格し、引渡しを完了した時、発注者に

移転する。 
（売買代金の支払） 

第６条 受注者は、売買物品の引渡しを完了した後、請求書により発注者に売買代金を請求

するものとする。 
２ 発注者は、前項の請求書を受理した日から起算して３０日以内に売買代金を支払うもの

とする。 
 （権利の譲渡等の制限） 
第７条 受注者は、この契約により生じる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させて 
はならない。ただし、あらかじめ発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 
（遅延利息） 

第８条 受注者は、その責めに帰する理由により第３条第１項の納入期限までに売買物品を

納入しなかった場合は、当該納入期限の翌日から納入した日までの日数に応じ、売買代金

（既納部分に係るものを除く。）の額につき年２．５パーセントの割合で計算して得た金額

を遅延利息として発注者に納付するものとする。この場合において、遅延利息の額が１０

０円未満であるとき、又はその額に１００円未満の端数があるときは、その全額又は端数

を切り捨てるものとする。 
２ 発注者は、前項の遅延利息を、売買代金より控除することができる。 
（契約不適合責任） 

第９条 受注者は、納入した物品に種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないも

の（以下「契約不適合」という。）があるときは、別に定める場合を除き、その修補、代

替物の引渡し若しくは不足分の引渡しによる履行の追完又はこれに代えて若しくは併せ

て損害賠償（以下「履行の追完等又は損害賠償」という。）の責めを負うものとする。た

だし、当該契約不適合が発注者の指示により生じたものであるときは、この限りでない。 

２ 前項の履行の追完等又は損害賠償の請求は、発注者がその契約不適合の事実を知った時

から１年以内に受注者にその旨を通知して行わなければならない。 



（契約の解除） 
第１０条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当する場合は、この契約を解除する

ことができる。 
（１）第３条第１項の納入期限までに物品を納入しなかったとき。ただし、発注者の責めに

帰する理由によるときはこの限りでない。 

（２）第７条の規定に違反して、代金債権を譲渡したとき。 

（３）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。 

以下「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又は暴力団員（暴対 

法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）が経営に実質的に関与していると認めら 

れる者に代金債権を譲渡したとき。 

（４）第３条第１項の納入期限までに物品を納入する見込みがないと明らかに認められる

とき。 

（５）その他この契約に違反し、その違反によってこの契約の目的を達することができない 

と認められるとき。 

２ 次に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第４号の規定に基づき発注者が解除し

たものとみなす。 
（１）受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成１６年法律 

第７５号）の規定により選任された破産管財人 
（２）受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成１４年

法律第１５４号）の規定により選任された管財人 
（３）受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成１１年

法律第２２５号）の規定により選任された再生債務者等 
（契約保証金の帰属） 

第１１条(Ａ) 発注者が、前条の規定によりこの契約を解除した場合は､第２条の契約保証

金は、発注者に帰属するものとする。 
（違約金） 

第１１条(Ｂ) 発注者は、前条の規定によりこの契約を解除した場合は、売買代金の額の 
１００分の５に相当する金額を違約金として受注者から徴収するものとする。この場合に

おいて、違約金の額が１００円未満であるとき、又はその額に１００円未満の端数がある

ときは、その全額又は端数を切り捨てるものとする。 
２ 第８条第２項の規定は、前項の違約金を徴収する場合に準用する。 
（損害賠償） 

第１２条 発注者は、第１０条の規定によりこの契約を解除した場合において、前条の違約

金又は契約保証金（契約保証金の納付に代えて提供された担保については、当該担保の価

値）若しくは履行保証保険の保険金の額を超えた金額の損害が生じたときは、その超えた

金額を損害賠償として受注者から徴収する。 
 



（暴力団の排除） 

第１３条 受注者は、この契約による事務を処理するため、別記「暴力団排除に係る特記事

項」を守らなければならない。 

 （紛争の解決方法） 
第１４条 この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 
２ この契約に係る訴訟については、発注者の事務所の所在地を管轄する日本国の裁判所を

もって合意による専属的管轄裁判所とする。 
（協議事項） 

第１５条 この契約書に定めのない事項及び疑義の生じた事項については、受注者と発注者

とが協議して定めるものとする。 
 
 
上記契約の成立を証するため、この契約書を２通作成し、受注者及び発注者が記名押印し、

各自その１通を保有するものとする。 
 

令和   年   月   日 
 
 

受注者                  ○印  

 
 

発注者  青森県知事  三 村 申 吾  □印  

 



(別紙)

構成物品の名称 納入物品の規格等 単価 数量 計

防護資機材セット　Ｌ
仕様書のとおり

(　　　　　　　　　　) 407

防護資機材セット　ＬＬ
仕様書のとおり

(　　　　　　　　　　) 744

防護資機材セット　３Ｌ
仕様書のとおり

(　　　　　　　　　　) 431

防護靴（ゴム長靴）26cm
仕様書のとおり

(　　　　　　　　　　) 4

防護靴（ゴム長靴）27cm
仕様書のとおり

(　　　　　　　　　　) 9

防護靴（ゴム長靴）28cm
仕様書のとおり

(　　　　　　　　　　) 4

防塵マスク
（Ｎ95マスク１０個入り）

仕様書のとおり

(　　　　　　　　　　) 309

マスク用フィルター
仕様書のとおり

(　　　　　　　　　　) 140

救急隊用感染防護衣
（L）

仕様書のとおり

(　　　　　　　　　　) 10

救急隊用感染防護衣
（ＬＬ）

仕様書のとおり

(　　　　　　　　　　) 9

救急隊用感染防護衣
（３Ｌ）

仕様書のとおり

(　　　　　　　　　　) 4

汚染飛散防止用シュラフ
仕様書のとおり

(　　　　　　　　　　) 8

ゴーグル（１０個入り）
仕様書のとおり

(　　　　　　　　　　) 6

養生シート（壁）
（１２巻入）

仕様書のとおり

(　　　　　　　　　　) 4

養生シート（床）（透明）
仕様書のとおり

(　　　　　　　　　　) 8

エプコテープ（２０巻入）
仕様書のとおり

(　　　　　　　　　　) 17

大型ポリ袋（６００枚入）
仕様書のとおり

(　　　　　　　　　　) 13

計

取引に係る
消費税及び地方消費税

（10%）

合計

内　　訳　　書



別記 

暴力団排除に係る特記事項 

 

（総則） 

第１ 受注者は、青森県暴力団排除条例(平成２３年３月青森県条例第９号)の基本理念に則

り、この特記事項が添付される契約（以下「本契約」という。）及びこの特記事項を守らな

ければならない。 

（暴力団排除に係る契約の解除）  

第２ 発注者は、受注者（第１号から第５号までに掲げる場合にあっては、受注者又はその

支配人（受注者が法人の場合にあっては、受注者又はその役員若しくはその支店若しく

は契約を締結する事務所の代表者））が次の各号のいずれかに該当するときは、本契約

を解除することができる。 

(１) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。第５号及び第６号において同じ。）で

あると認められるとき。  

(２) 自己若しくは第三者の不正な利益を図り又は第三者に損害を与える目的で暴力団

（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団

をいう。以下この項において同じ。）の威力を利用したと認められるとき。 

(３) 暴力団の威力を利用する目的で金品その他財産上の利益の供与（以下この号及び

次号において「金品等の供与」という。）をし、又は暴力団の活動若しくは運営を

支援する目的で相当の対価を得ない金品等の供与をしたと認められるとき。  

(４) 正当な理由がある場合を除き、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資す

ることとなることを知りながら金品等の供与をしたと認められるとき。  

(５) 暴力団員と交際していると認められるとき。  

(６) 暴力団又は暴力団員が実質的に経営に関与していると認められるとき。  

(７) その者又はその支配人（その者が法人の場合にあっては、その者又はその役員若

しくはその支店若しくは契約を締結する事務所の代表者）が第１号から前号までの

いずれかに該当することを知りながら当該者とこの契約に係る下請契約、材料等の

購入契約その他の契約を締結したと認められるとき。 

(８) 第１号から第６号までのいずれかに該当する者を契約の相手方とするこの契約に

係る下請契約、材料等の購入契約その他の契約（前号に該当する場合の当該契約を除

く。）について、発注者が求めた当該契約の解除に従わなかったとき。 

２ 前項の規定により契約を解除した場合の契約保証金の帰属、違約金及び損害賠償につい

ては、本契約の規定による。 

（不当介入に係る報告・通報）  

第３ 受注者は、受注者及び下請負者等に対して暴力団員等による不当介入があった場合は、 

発注者及び警察へ報告・通報しなければならない。また、警察の捜査上必要な協力を行う

ものとする。 

 

 
 



（別紙）入札書参考書式 

 

令和  年  月  日 

 

 

   青 森 県 知 事   殿 

 

 

所在地又は住所 

商 号 又 は 名 称 

代 表 者 職 氏 名            ㊞ 

（委任代理人               ㊞） 

 

 

入    札    書 

 

 

金 額 

 

(税抜) 

 

億 千万 百万 十万 万 千 百 十 円 

                           

 

 

 

品   名  原子力防災活動資機材及び備蓄物資等 

 

 

数   量  １式 

 

 

 

 

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４縦長とする。 



第１号様式 

 令和  年  月  日 

 

 

青森県出納局会計管理課長  殿 

 

 

所在地又は住所 

商号又は名称 

代表者職氏名                 

担 当 者 氏 名  

 連  絡  先 

 

入札説明書等に関する質問書 

 

公  告  日 令和４年９月２日 

品     名 原子力防災活動資機材及び備蓄物資等 

質  問  事  項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４縦長とする。 



第３－１号様式 

令和  年  月  日 

 

青 森 県 知 事     殿 

                        

所在地又は住所 

商号又は名称 

代表者職氏名                  

担 当 者 氏 名  

連  絡  先 

 

制限付き一般競争入札参加資格確認申請書 

 

令和４年９月２日付けで公告した制限付き一般競争入札に参加したいので、その資格の確認につい

て、納入実績証明書を添えて、下記のとおり申請します。 

 なお、この申請書の内容についてはすべて事実と相違ないことを誓約します。 

 

記 

 

１ 品  名  原子力防災活動資機材及び備蓄物資等 

２ 業者番号及び等級格付 

  （業者番号：       、等級格付：    ） 

３ 登録営業品目 

 

４ 申請日現在の指名停止措置の有無 

      有  ・  無 

５ 誓約事項 

  次の各号について、誓約します。 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当していないこと。 

（２）青森県財務規則第１２８条の規定による一般競争入札に参加できない者でないこと。 

（３）県内に本店を有していること。 

（４）会社更生法に基づく更生手続又は民事再生法に基づく再生手続の開始の申立てがなされている   

  者（更生計画の認可が決定し、又は再生計画の認可の決定が確定した者を除く。）でないこと。 

 

注１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４縦長とする。 

 ２ 知事が指定した営業品目が競争入札参加資格者名簿に登録されている者は、納入実績証明書の

提出を要しない。 



第３－２号様式 

納入実績証明書 

 

                                                              令和  年  月  日 

 

    青森県知事   殿 

 

                                所在地又は住所  

                                       商 号 又 は 名 称 

                                       代 表 者 職 氏 名                      

 

 

  令和４年９月２日付けで公告した制限付き一般競争入札に係る調達物品の納入実績は、下記のとお

りであることを証明します。 

 

記 

 

１ 品 名 原子力防災活動資機材及び備蓄物資等 

 

 

２ 過去５年間の納入実績（同一の種類の物品を含む。） 

 

 

３ 添付書類  

契約書（写）その他実績を確認することができる書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４縦長とする。 

 

 

メーカー名 機 種 規 格 納入年度 納入先 納入数量 備 考 

 

 

 

     

 

 



第５号様式 

 

青 会 管 第   号 

令和  年  月  日 

 

 

            殿 

 

 

青森県出納局会計管理課長     

 

 

制限付き一般競争入札参加資格確認結果通知書 

 

 

令和  年  月  日付けで申請のあった制限付き一般競争入札の参加資格について、確認結果

を下記のとおり通知します。 

 

記 

 

１ 品 名 

 原子力防災活動資機材及び備蓄物資等 

 

２ 入札参加資格の有無 

  有 

  無（理由                        ） 

   

※ 入札参加資格がないと通知を受けた者は、本通知書を受理した日から起算して２日以内（休日を

除く。）に、入札参加資格がない理由について、説明を求めることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４縦長とする。 



 
令和  年  月  日 

 
 

青森県出納局会計管理課長 殿 
 

所在地又は住所 

商号又は名称  

代表者職氏名              

（担当者氏名             ） 

 
 

同  等  品  申  請  書 
 
 

下記の物品について、参考品の同等品として認めてくださるよう、申請します。 
 

名    称 参  考  品 
メーカー・品番・規格等 

同  等  品 
メーカー・品番・規格等 

   

   

   

   

   

   

 
注１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４縦長とする。 
２ 同等品の申請をする場合に提出する。 
３ 同等品として申請する物品のカタログ等を添付する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（参考様式） 
 
 

 

委      任      状 

 

 

令和  年  月  日 

 

青森県知事 殿 

 

所在地又は住所 

商号又は名称 

代表者職氏名              ○印  

 

私は、次の者を委任代理人と定め、下記件名の入札及び見積りに関する一切の権限を委

任します。 

 

 

受任者  所在地又は住所 

商号又は名称 

職氏名                                

   

 

記 

 

 

入札（見積り）件名  原子力防災活動資機材及び備蓄物資等 

 

入札（見積り）期日  令和４年９月２１日 

 

入札（見積り）場所  青森県庁舎 出納局会計管理課入札室 

 
 

代理人使用印鑑 
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